（様式第１号）　企業用
令和　　年　　月　　日

公益財団法人浜松地域イノベーション推進機構
（あて先）理事長

専門家派遣　申請書
【　☐経営分野　　☐技術分野　　☐知財分野　　☐その他　】
専門家派遣事業実施要綱第４条に基づき、専門家の派遣を以下のとおり添付書類を添えて申請いたします。

1. 中小企業者等の概要
	ふりがな
	

	企業名
	

	役職・代表者名
	㊞　
　※代表者名は署名又は記名押印（代表者印）
	ＴＥＬ　（   　 ） 　　 －    
ＦＡＸ　（   　 ）  　　－    

	所在地
	〒　　　　―


	ＵＲＬ
	http://

	担当者
	（所属部署・役職・氏名）

	E-mail（担当者）
	

	創業・設立
	年　　　　月
	資本金
	　　　　　　　千円
	従業員数
	　　　　　　　名

	主たる事業
の業種分類
	☐ 製造業　　　☐ 卸売業　　　☐ 建設業　　　☐ 小売業　　　☐ サービス業
☐ その他（　　　　　　　　　　　　　　業　）　※どれか一つを選択

	具体的な
事業内容
	

	
	

	
	

	
	

	

経営資源の現状
（□に☑をつけてください）

※貴社の業種に該当する項目のみご記入ください
	①経営ノウハウ(着眼・判断・リーダーシップ)
	☐	強い
	☐	普通
	☐	弱い

	
	②人事・組織力
	☐	強い
	☐	普通
	☐	弱い

	
	③従業員の質(能力・技術・年齢層)
	☐	強い
	☐	普通
	☐	弱い

	
	④後継者の存在(経営・技術)
	☐	いる
	☐	いない
	☐	未定

	
	⑤事業計画の構築及び遂行能力
	☐	強い
	☐	普通
	☐	弱い

	
	⑥技術力・企画開発力・研究開発力
	☐	強い
	☐	普通
	☐	弱い

	
	⑦５Ｓ(整理・整頓・清掃・清潔・躾)の徹底度
	☐	強い
	☐	普通
	☐	弱い

	
	⑧販売先、販売ルート
	☐	強い
	☐	普通
	☐	弱い

	
	⑨仕入先、仕入ルート、加工等委託先
	☐	強い
	☐	普通
	☐	弱い

	
	⑩情報化意識・情報力(収集・分析)
	☐	強い
	☐	普通
	☐	弱い

	
	⑪ＢＣＰ（事業継続計画）策定
	☐	済み
	☐	策定中
	☐	未定


2. 専門家派遣制度について　　　※具体的に詳しく記入ください。
	（１）専門家に助言を受け
ようとするテーマ
	



	
	下記特定分野に該当する場合はチェックを入れてください。
☐ BCP（サイバーセキュリティを含む）　　☐ 規格認証取得（ISO、JISQ等）
☐ 浜松市新産業創出事業費補助金採択企業（令和６年度または令和７年度）

	（２）テーマに関する現状の課題や問題点
	



	（３）専門家派遣による
改善目標
※何を、いつまでに、どれくらい
	





	（４）派遣希望時期・回数
	令和　 　年 　月から　令和　  年 　月までに（　 　　）回の派遣を希望
　※終期は２月末日までとしてください。
　※派遣回数は５回以内です。ただし、特定分野に該当する場合は１０回以内です。

	※派遣を希望する専門家がいる場合記入
	専門家氏名：
会社名：

	※過去に専門家派遣制度を利用したことがある場合はその時期・内容
（他支援機関含む）
	☐ ある　（☐ 経営　　☐ 技術　　☐ 知財）　　　　☐ ない
※制度利用がある場合の最新実施年度／　　　　　　年度・過去　　　　回利用
※専門家氏名：
※制度利用内容：
※支援機関名：


3. 暴力団排除に関する誓約　　　※誓約及び承諾する場合、下記の□に☑をご記入ください。
	☐ 専門家派遣の申請にあたり、下記事項について誓約し、承諾します。
（１）次に掲げる者のいずれにも該当しません。
①　暴力団（浜松市暴力団排除条例(平成２４年浜松市条例第８１号。以下「条例」という。)第２条第１号に規定する暴力団をいう。）
②　暴力団員等（条例第２条第４号に規定する暴力団員等をいう。以下同じ。）
③　暴力団員等と密接な関係を有する者
④　（法人その他の団体の場合）上記３点に掲げる者のいずれかが役員等（無限責任社員、取締役、執行役若しくは監査役又はこれらに準じるべき者、支配人及び清算人をいう。）となっている法人その他の団体
☐ 公益財団法人浜松地域イノベーション推進機構が暴力団排除に必要な場合には、静岡県警察本部又は管轄警察署に照会することを承諾します。




4. その他
	提出書類（必須）
	1 当申請書
2 市税の納税証明書の写し
3 市民税・県民税・森林環境税特別徴収義務者指定通知書の写し
4 会社概要や企業情報が確認できるもの（資料、パンフレット等）


※本専門家派遣申請書の写しは事前に専門家へ送付致しますので予めご了承下さい。
※本専門家派遣申請書の内容および提出書類は、公益財団法人浜松地域イノベーション推進機構が行う各種事業で利用するためで、その他に利用することはありません。





